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表４ TMA 及び DSC によって評価されたそれ

ぞれの反応所要時間 （単位：sec）

3℃/min 8℃/min 15℃/min
DSC 704 453 318
TMA 544 305 268
DSC 1047 536 353
TMA 1840 823 512

反応率 50%

反応率 100%

昇温速度

液晶を用いた光波制御デバイスの開発（Ⅱ） 
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［要  旨］

液晶の電圧印加により生じる屈折率変化は、液晶を透過する光の位相を制御することが可能である

ことから、電圧及びパターニングの最適化により、光の収束・拡大・偏向等の光波制御を実現した。

さらに、再帰反射ミラーとハーフミラーを組み合わせた空中ディスプレイ像の空間的制御が可能であ

る結果が得られたので報告する。 
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透明電極であるため写真（図２）では視認できな

いが、5 μm ギャップに 97 μm の ITO 電極が

配置されている。図１において入射光は電圧制御

された櫛歯状 ITO電極を通過することで、角度変

化が生じ、θの方向に偏向すると仮定した。

図１ 櫛歯状ITO電極による偏向モデル 

図２ 櫛歯状ITO電極 

櫛歯状 ITO 電極による偏向実験の測定系を図

３、スクリーンに照射した半導体レーザー（LD）

のスポット像の状態を図４、電圧印加パターンと

そのビーム変化を図５、図６に示す。

図３ 櫛歯状ITO電極による偏向実験測定系 

図４ スクリーンに照射した LDスポット像

図５ 凸型電圧印加パターン 

図６ 凹型電圧印加パターン 

電圧は±7.5 V（peak to peak 15V）を、分解

能8 bit（256諧調）、LDのビーム径が5 mmに対

して、櫛歯状ITO電極97 μm-5 μmのラインアン

ドスペースを 50 ピクセル分が凸型の電圧変化と

なるような印加パターンを行ったところ、図５の

写真のとおり円形状スポットに縦筋が入ったよう

なスポットに変化している。同様に印加パターン

を逆に凸型にしたところ、さらにはっきりと縦筋

が現れており、同じ印加電圧でも印加パターンに

よって偏向に最適な制御条件があることがわかる。 

次に収束・拡大機能について、図７のようなパ

ターニングを行い、図８の測定系にて実験を行っ

た。 

図７ 円形電極による収束・拡大機能モデルと 

LDスポットの照射状態 

図８ 収束・拡大機能測定系 

図９ 電圧OFF  図10 電圧ON 

収束・拡大機能モデル（液晶レンズ）は、約1.5m

で収束することが確かめられたことから、その距

離で液晶レンズとスクリーンを配置し、スクリー

ンに当たったスポット変化を図９、図１０に示す。 

電圧をONにしたときに、中心部分の明るいスポ

ット径が小さくなり、ビームが収束していること

が確認された。電圧をOFFにすると元のスポット

径に戻り、ON／OFF で収束・拡大を制御すること

が可能であることがわかる。 

このように櫛歯では偏向機能を、円形パターン

ではレンズ機能を付加することが可能であること

が確認された。ただ、動作時間はフルスケール電

圧にしても、３～５秒程度かかり、若干タイムラ

グがあるような動作となることがわかった。 

２．２ 空中ディスプレイ動作実験 

 空中ディスプレイ像の投影は、図１１のイメー

ジように再帰反射ミラーとハーフミラーを組み合

わせた光学系を構築する。 

図 11 空中ディスプレイ光学系 

 実像は、ハーフミラーで下方に反射され、さら

に再帰反射ミラーで反射される。その反射像をハ

ーフミラー越しに観察すると空中に浮遊したよう

に見える。言い換えると再帰反射ミラー上に実像

が転写された像を観察していることとなるが、こ

の像を両目で見たときに視差により立体的に見え

ることがこの光学系の目的である。このとき実像
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をハーフミラーに対して前後に動かすことで空

中浮遊像も上下に移動することから、可動部分に

液晶デバイスを挿入し、空間的に位置が変化する

ように動作させることで空中浮遊像をコントロー

ルできるかどうかについて検証する実験系が図

12となる。 

図 12 液晶デバイスを挿入した空中ディスプレ

イ光学系 

空中浮遊像の拡大・縮小について、図13の光学

系を構築し、液晶レンズのON/OFFによるスポット

径の変化を観察した結果を図14、図15に示す。 

図 13 空中浮遊像拡大・縮小光学系 

図 14 液晶レンズOFF時 

図 15 液晶レンズON時 

図15において、液晶レンズをONにしたときに

スポットが縮小しており、単一レンズ径における

像の拡大・縮小が機能していることが確認された。

さらに図16のとおり、レンズペアの結像光学系を

構築し、液晶レンズをON／OFFしたときのスポッ

ト変化を図17、図18に示す。

図 16 空中浮遊像焦点距離可変光学系 

図 17 液晶レンズOFF時 

図 18 液晶レンズON時 

 図18において、液晶レンズを ONしたときには

焦点距離が移動したことが確認された。 

 このようなことから空中ディスプレイの光学系

に液晶レンズを挿入したところ、電気的な制御で

空中浮遊した像を拡大・縮小したり、焦点距離を

可変することが可能であることが示された。実際

の空中浮遊している像（光）を触っている状態を

図19に示す。 

図 19 空中浮遊像を触った状態 

３ まとめ 

 液晶を用いた光波制御デバイスとして、偏向機

能及び収束・拡大機能について、電圧印加及び電

極のパターニングの最適化により実現することが

できた。また収束・拡大機能を有した液晶レンズ

を空中ディスプレイ光学系に組み込み、電気的な

コントロールにより空中浮遊像の空間的変化が可

能であることを示した。ただ、液晶の屈折率変化

はセルの厚みに依存するため、動作スピードが求

められるアプリケーションには不適であり、現在

であれば数秒程度でも許容できる用途が望ましい。 

（参考文献） 
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